
雇用動向 

 

北海道の有効求人倍率は、1990 年代の末期を底として緩やかに改善傾向にあるが、1969 年１月を最後に、１を

下回って推移している。しかしながら、全てが不振であるのではなく、製造業など求人と求職が拮抗している職業

や、倍率が１を超えている地域もある。 

また、有効求人倍率を高めるためには企業誘致などで求人を増やすことが重要であるが、雇用状況そのものを大

きく改善するためには、職業教育訓練など求職者対策も大きな課題である。 

 

 

１．職業別有効求人倍率  

平成 18年 12 月における北海道の有効求人倍率（季節調整済み。新規学卒者を除きパートタイムを含む）は

0.61 で、1998～99年を底として、極めて緩やかだが改善傾向にある（図１）。かつて 1960年代前半には全国や

東京都を上回る数値を示していたが、1969 年１月の 1.01 を最後に、１を下回って推移している。 

一般に有効求人倍率を見る場合、全職業の数値だけが採り上げられることが多い。しかし、地域によって産業

構造・就業構造に差異があり、分析の目的に応じて、その中身を吟味することも重要である。 

表１は、平成18年 11月時点の都道府県別・職業別の有効求人倍率（季節調整済みではなく原数値で、パート

タイムを含み季節及び日雇を除く）である。全国の全職業が 1.15 であるのに対して、北海道は 0.61 と、沖縄県

（0.44）、高知県（0.49）、青森県（0.58）に次ぐ下位にある（全国トップは愛知県の 2.03）。 

全国の求人超過数（有効求人数－有効求職者数）は全職業で30万人弱であるが、東京都、愛知県、大阪府の

３都府県だけで約 24万人を占めており、大都市圏主導での求人回復という姿となっている。一方、北海道は求

人超過数が約▲４万人と、数だけ見れば全国で最も低い。 

この結果、北海道の有効求人倍率は全職業で 0.61 となっているのだが、個々の職業別に見れば１を超えてい

るものもあり、全てが不振な訳ではない。 

主として製造業に従事する「製造・制作」は0.96であり、既に求人と求職がほぼ拮抗する状態となっている。これ

は北海道だけの現象ではなく、「製造・制作」の有効求人倍率が１を下回っているのは６道県だけであり（最低は

青森県の 0.71）、全国的な傾向と言える。 

（個々の職業の内容については、「日本標準職業分類」を参照。

http://www.stat.go.jp/index/seido/shokgyou/5naiyou.htm） 

個々の職業の倍率で１を上回るものが多いにもかかわらず、全職業で１を大きく下回るのは、職業によって求職

者数や求人超過数が大きく異なるためである。表２は、職業別の構成比を示したものだが、北海道を見ると有効

求人倍率が 0.24 と低い「事務的職業」（このほとんどは「一般事務」）の構成比が 27.7％となっている。また、同

様に 0.35 と低い「採掘・建設・労務」（このほとんどは「その他の労務」）の構成比は 19.3％に達しており、両者の

ウェイトを合わせれば 47％と半分近くに上る。全職業の有効求人倍率が１を下回る道県では、総じて比較的有

効求人倍率の高い「製造・制作」などの比率が低い結果、有効求人倍率の低い職業の求職者構成比が高くな

る傾向を示している。 

なお、「一般事務」と「その他の労務」が総じて有効求人倍率が低いのは、これらの職業分類への求職者のみな

らず、特段の希望職業を持たない求職者も、事務系では「一般事務」に、労務系では「その他の労務」に分類上

算入される一方、求人側は日本標準職業分類に対応した職業のみが計上されるため、と思われる。 

 



＜図１＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



＜図２＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



２．道内の動向 

（１）地域別動向 

平成18年11月時点の全道の有効求人倍率は0.61だが、地域別に見ると岩内労働市場圏（以下、労働市場

圏を単に「地域」と言う）の 1.14 から夕張地域の 0.44 まで大きなばらつきがある（表３）。札幌地域は 0.60 で、ほ

ぼ全道と同じ水準である。 

１を超える岩内地域では、「接客・給仕」「商品販売」などの消費関連や警備員など「保安」での採用意欲が旺

盛で、これらでの求人超過数が全体を牽引している。 

一方、夕張地域は、保健・医療関係など一部で求人超過が見られるものの、総じて求人が不足しており、厳し

い雇用環境にある。 

その他の地域を見ると、札幌、室蘭、函館などの地域では製造業（「製造・制作」）や建設関係（「建設躯体工

事」「建設」「土木」）で求人超過超過となっている地域もあるが、求職者の多い「一般事務」と「その他の労務」は

全ての地域で１を大きく下回っている。 

以上、道内地域別・職業別の有効求人倍率からは製造業や建設関連で雇用の地域間ミスマッチが一部見ら

れるものの、雇用状況そのものを大きく改善するためには、「一般事務」と「その他の労務」への求職者の雇用改

善に関する対応が不可欠となる。 

企業誘致などによって求人を増やせば有効求人倍率は高まるものの、求人と求職がマッチしなければ雇用

状況は改善しない。その改善のためには、職業教育訓練によるスキル向上や志望職業の絞り込みといった意

識改革など求職者側への対策も合わせて重要となる。 

（労働市場圏：「札幌」は札幌、札幌東、札幌北、小樽、岩見沢の公共職業安定所の合計、その他は各公共職

業安定所の数値） 

 

（２）主要業種別動向 

飲食・観光業 

ホテル・旅館等で給仕を行う「飲食物給仕人」（一般飲食店の給仕サービスも含まれる）の全道での有効求人

倍率は 1.75（平成 18年 11 月時点。以下同）であり、地域別に見ても１を下回るところはない（表３）。 

一方、別の統計から入職・離職率を見ると、「飲食店、宿泊業」は入・離職率とも全ての産業の中で最も高く、

「 求人－ 求職者が入職－ 入職者が離職－ 再び求人」のサイクルが活発であることを窺わせる（表

４）。すなわち、賃金や雇用条件が合わず、慢性的に離職者が出るため人手が不足し、その結果として求人が

多くなっている、と考えられる。 

このような状況では、ホスピタリティの向上など北海道観光の課題を改善するのが難しいだけでなく、企業経

営面でも新規入職者に対する研修コストが嵩む一方、サービスの質の改善を図ることが困難となる。 

ただ、こうした状況は沖縄県や全国も同様であるが、やや北海道の数値が高い傾向にある。 

 

建設業 

建設業に関連する全道の有効求人倍率を見ると、「建設躯体工事」（型枠大工、とび工、鉄筋工）、は 4.23、

「建設」（大工、配管工など）は 0.93、「土木」（土木作業者等）は 1.18 と比較的高い。 



「建設躯体工事」は、札幌と函館で求人超過（求人数－求職数）が 100 人を超えており、室蘭でもかなりの数

に上っている。また、大幅な求職超過の地域はなく、総じて雇用意欲が強いと言える。 

「建設」は、札幌や苫小牧では求人超過であるが、釧路や室蘭では求職超過となっている。また、「土木」は札

幌、苫小牧、室蘭、浦河などで求人超過、釧路などで求職超過となっており、地域的に跛行性が見られる。 

また、道内の建設関連の場合、冬季の影響により有効求人倍率に季節性が見られ、入職・離職率が全国に

比べて高いことが特徴である（表４）。 

 

製造業 

製造工程に従事する「製造・制作」の全道有効求人倍率は 0.96 だが、１を超える地域は札幌、函館のほか、

室蘭や苫小牧など道内の工業地域も含まれる。一方、旭川、滝川、北見などでは求人が不足し低い数値となっ

ている。このため、北海道の製造業全体でみれば、ほぼ求人・求職が等しいところまで雇用は改善しているが、

求人超過地域と求職超過地域というミスマッチが見られている。 

 

（３）年齢別動向 

統計上の制約から時点はやや古くなるが、平成 17 年 10 月の道内地域別・年齢別の求人・求職状況を見ると、

全道では 50歳以上の年代及び 20歳代後半（25～29歳）で求職超過数が多く（求人超過数のマイナスが大き

く）、企業の求人が不足している（表５）。有効求人倍率を見ると、50 歳を超えると倍率が大きく低下するのが目

につくが、25～29 歳の年代も廻りの年代に比べてやや低位にある。 

一方、平成 16年 10 月～17年 10 月の１年間で年代別の求人超過数と有効求人倍率がどう変化したのかを

見たのが表６である。これを見ると、45歳以上の求人超過数が改善しているのに対して、20歳代～40歳代前半

は逆に悪化している。 

これらのことから、当該時期における 20歳代後半を中心とした年代の雇用環境の厳しさを示していると言えよ

う。 

 

以上、道内の求人・求職状況を概観すると、北海道全体の数値は、地域的にはもともと人口の多い札幌地域

の、職業的には一般事務とその他の労務の影響を強く受けており、札幌の雇用環境が良くその他の地域が悪

い、あるいは全ての職業について不振である、という単純な姿になっていないことがわかる。また、年齢別に見

ると、20 歳代後半の就業環境が厳しい姿となっている。 

 

 

 

 

 



 



＜表４＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜表５＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜表６＞ 

 


